（第１号様式）
年　　月　　日
一般競争入札参加資格確認申請書

沖縄県立北中城高等学校長　殿　
事業者住所
事業者名
代表者名※１			
					　担当者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス：

　下記入札案件に参加したく申請します。

記

	入札案件名
	沖縄県立北中城高等学校校舎
電力供給

	申請者の登録業種
	

	（入札参加申請締切日において）
会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の申立ての有無
	
有　　　・　　　無

	（入札参加申請締切日において）
国、都道府県及び市町村より指名停止期間中であるか
	
期間中である・期間中でない

	入札保証金※２　　　　　　　　
	納付　・　免除申請

	沖縄県内に本店を有するか
	有する・有しない

	　
	（沖縄県内に本店を有しない場合）
沖縄県内に支店又は営業所等を有するか。
	
（　有する・有しない　）


添付書類
①電気事業法（昭和39年法律第170法）第２条の２の規定に基づき小売電気事業者としての登録を受けていることを証する書類
※１　代理人に委任を行っている場合は、代理人名・住所を記載すること。
※２　入札保証金を納付する場合は、入札保証金納付書発行依頼書（第3号様式）を、
入札保証金の免除を申請する場合は、入札保証金免除申請書（第4号様式）を提出
すること。（第３号様式）
年　　月　　日
入札保証金納付書発行依頼書

沖縄県立北中城高等学校長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	住所
	〒


	（カナ）
	

	事業者名
	

	（カナ）
	

	代表者名
	　

	電話番号
	

	担当者
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　下記入札案件について、入札保証金を納付したいので納付書の発行をお願いします。


記


	入札案件名
	　沖縄県立北中城高等学校校舎　電力供給

	開　札　日
	令和７年１２月８日

	入札保証金額
	　



· 入札保証金の金額は、見積る金額（入札金額にその100分の10を加算した金額）の100分の5以上とする。
· 入札保証金が不足した場合、入札が無効となるので注意すること。

入札保証金返還請求書

　１　入札案件名   　沖縄県立北中城高等学校校舎　電力供給

　２　請求金額　　　　　　　　　　　　　円

　３　還付の事由　


　　上記のとおり入札保証金の払戻を請求します。


令和　　 年　　 月　　 日



                                     住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　  商号又は名称

                                     代表者名　　　　　　　　　　　　　     印


　　沖縄県立北中城高等学校長　殿


（口座振込先）
　金融機関名
  預金種類
　口座番号
　口座名義






（第４号様式）
年　　月　　日
入札保証金免除申請書

沖縄県立北中城高等学校長　殿

事業者住所
事業者名
代表者名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス：


　下記入札案件について、沖縄県財務規則第100条第2項により入札保証金の免除を受けたいので、関係資料を添えて申請します。

記

	沖縄県立北中城高等学校校舎　電力供給


１　入札案件名　　

２　入札保証金免除の理由（該当項目の□にレ印を記入）
· （1）保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結している。
　　　　　※添付資料：入札保証保険契約に係る保険証券

· （2）国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結した実績を有し、これらのうち過去2箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約を全て誠実に履行した。
　　※添付資料：①第4号様式（その2）
②契約書の写し（契約相手、契約内容・金額等、履行期限が確認できる部分で可）

（第４号様式（その２））
同種・同規模契約の履行実績

	案件名
	

	契約の相手方
	

	契約金額
	

	履行年月日
	

	仕様・数量
	


１







	案件名
	

	契約の相手方
	

	契約金額
	

	履行年月日
	

	仕様・数量
	


２







	案件名
	

	契約の相手方
	

	契約金額
	

	履行年月日
	

	仕様・数量
	


３







	案件名
	

	契約の相手方
	

	契約金額
	

	履行年月日
	

	仕様・数量
	


４






· 国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約のうち過去2箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約実績を記入すること。
